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平成１４年３月期　　　個別財務諸表の概要　　　平成 14年 5月 23日

上 場 会 社 名 株 式 会 社 　 千 葉 銀 行株 式 会 社 　 千 葉 銀 行株 式 会 社 　 千 葉 銀 行株 式 会 社 　 千 葉 銀 行 上 場 取 引 所 東　証

コ ー ド 番 号 8　3　3　1
（ＵＲＬ　 http: / /www.chibabank.co. jp/）

本 社 所 在 都 道 府 県 千　葉　県

問 合 せ 先 責 任 者 役 職 経 営 企 画 部 長 ＴＥＬ　（043）245-1111　（大代表）
氏 名 丸 　 幸 司

決算取締役会開催日 平 成 1 4 年 5 月 2 3 日 中 間 配当 制度 の 有 有
定時株主総会開催日 平 成 1 4 年 6 月 2 7 日 単 元 株制 度採 用 の 有（1単元　1,000株）

1.　14年3月期の業績（平成13年4月1日～平成14年3月31日）

(1)　経営成績　　　　　　　　　（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

経　常　収　益 経　常　利　益 当　期　純　利

1 4 年 3 月 期
1 3 年 3 月 期

百万円

185,987
218,827

％

（△　15.0）
（　　　2.4）

百万円

△45,363
23,202

％

（　－　）
（△22.2）

百万円

△26,739
13,107

％

（　　－　）
（△　19.5）

１株当たり
当期純利益

潜 在 株 式 調 整 後
1株当たり当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率 経常収支率 預金残高

1 4 年 3 月 期
1 3 年 3 月 期

円

△　31
16

銭

63
72

円

－

－

銭

－

－

％

△　7.7
3.8

％

124.4
89.4

百万円

7,218,238
6,792,637

(注 ) ①期中平均株式数   　　　14年 3月期　　845,493,472株　   　 13年 3月期　　783,865,036株
・｢1株当たり当期純利益｣記載金額は、14年3月期より自己株式数を控除して算出しております。

②会計処理の方法の変更　　無
③経常収支率＝経常費用／経常収益×１００
④経常収益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)　配当状況

1株当たり年間配当金

中 間 期 末

配当金総額
( 年 　 間 )

配当性向
株主資本
配 当 率

1 4 年 3 月 期
1 3 年 3 月 期

円

5
5

銭

00
00

円

2
2

銭

50
50

円

2
2

銭

50
50

百万円

4,227
4,058

％

－
31.0

％

1.3
1.1

(3) 財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率
１株当たり
株 主 資 本

自己資本比率
（国際統一基準）

1 4 年 3 月 期
1 3 年 3 月 期

百万円

8,134,080
7,906,943

百万円

329,358
365,439

％

4.0
4.6

円

389
432

銭

57
21

％

10.06（速報値）
10.45

①期末発行済株式数
②期末自己株式数

14年 3月期
14年 3月期

845,430,922株
　　90,165株

13年 3月期
13年 3月期

845,521,087株
　　15,095株

(注 )

・｢1株当たり株主資本｣記載金額は、14年3月期より期末自己株式数を控除して算出しております。

2.　15年3月期の業績予想（平成14年4月1日～平成15年3月31日）

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金
経 常 収 益 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末

中  間  期
通 　 　 期

百万円

90,000
180,000

百万円

17,500
35,000

百万円

10,000
20,000

円

2
銭

50
－

円

2

銭

－
50

円

5

銭

－
00

(参考 )　 1 株当たり予想当期純利益（通期）　23 円 66 銭

（注）上記の業績予想に関連する事項については、添付資料の 5 頁をご参照下さい。
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比較貸借対照表（主要内訳）

（単位：百万円）

科         目 平成 13 年度末 平成 12 年度末 比      較

（ 資 産 の 部 ）
現 金 預 け 金 280,499 182,114 98,384
コ ー ル ロ ー ン 147,000 － 147,000
買 入 手 形 － 139,200 △　 139,200

買 入 金 銭 債 権 413 24 388
特 定 取 引 資 産 233,382 205,199 28,183
金 銭 の 信 託 9,534 13,354 △　 3,819

有 価 証 券 1,407,271 1,485,083 △   77,812

貸 出 金 5,749,973 5,597,488 152,485
外 国 為 替 2,131 2,294 △　 162

そ の 他 資 産 127,262 87,010 40,251
動 産 不 動 産 109,687 110,021 △　 333

繰 延 税 金 資 産 115,174 92,359 22,814
支 払 承 諾 見 返 171,780 187,160 △   15,379

貸 倒 引 当 金 △　 219,814 △　 194,311 △   25,503

投 資 損 失 引 当 金 △　 216 △　 57 △　 159

資 産 の 部 合 計 8,134,080 7,906,943 227,137
（ 負 債 の 部 ）
預 金 7,218,238 6,792,637 425,600
譲 渡 性 預 金 53,262 198,237 △　 144,974

コ ー ル マ ネ ー 20,120 371 19,749
売 渡 手 形 － 17,800 △   17,800

特 定 取 引 負 債 7,685 4,724 2,961
借 用 金 131,429 147,879 △   16,449

外 国 為 替 350 259 90
そ の 他 負 債 150,191 131,444 18,746
退 職 給 付 引 当 金 23,814 20,835 2,978
債 権 売 却 損 失 引 当 金 18,460 30,764 △   12,304

再評価に係る繰延税金負債 9,389 9,389 △   0

支 払 承 諾 171,780 187,160 △   15,379

負 債 の 部 合 計 7,804,722 7,541,504 263,218
（ 資 本 の 部 ）
資 本 金 121,019 121,019 －
法 定 準 備 金 149,108 148,608 500
再 評 価 差 額 金 13,344 13,346 △   1

剰 余 金 41,221 72,727 △   31,506

任 意 積 立 金 66,671 58,671 8,000
当期未処分利益（△印は損失） △   25,449 14,056 △   39,506
当期純利益（△印は損失） △   26,739 13,107 △   39,847

 その他有価証券評価差額金  4,703  9,738  △   5,034

 自 己 株 式  △   39 －  △   39

 資 本 の 部 合 計  329,358  365,439  △   36,080

 負 債 及 び 資 本 の 部 合 計  8,134,080  7,906,943  227,137
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 比較損益計算書（主要内訳）
 

 （単位：百万円）

 科         目  平成 13 年度  平成 12 年度  比      較

 経 常 収 益  185,987  218,827  △   32,840

 資 金 運 用 収 益  156,390  178,535  △   22,144

 （ う ち 貸 出 金 利 息 ）  （    130,239）  （    140,503）  （  △  10,263）

 （ うち有価証券利息配当金）  （     19,810）  （     25,103）  （  △  5,293）

 役 務 取 引 等 収 益  20,684  19,935  749

 特 定 取 引 収 益  797  564  232

 そ の 他 業 務 収 益  3,202  6,109  △   2,907

 そ の 他 経 常 収 益  4,912  13,683  △   8,770

 経 常 費 用  231,351  195,625  35,725

 資 金 調 達 費 用  27,090  46,807  △   19,717

 （ う ち 預 金 利 息 ）  （     14,241）  （     29,857）  （  △  15,615）

 役 務 取 引 等 費 用  8,251  7,416  835

 特 定 取 引 費 用  －  155  △　 155

 そ の 他 業 務 費 用  57  2,219  △   2,161

 営 業 経 費  78,487  78,385  102

 そ の 他 経 常 費 用  117,463  60,641  56,822

 経 常 利 益 （ △ 印 は 損 失 ）  △   45,363  23,202  △   68,566

 特 別 利 益  124  29  95

 特 別 損 失  663  455  207

 税引前当期純利益（△印は損失）  △   45,902  22,775  △　 68,678

 法人税、住民税及び事業税  110  112  △　　 2

 法 人 税 等 調 整 額  △   19,272  9,556  △　 28,829

 当期純利益（△印は損失）  △   26,739  13,107  △   39,847

 前 期 繰 越 利 益  3,402  3,285  117

 再 評 価 差 額 金 取 崩 額  1  △       2  3

 中 間 配 当 額  2,113  1,944  169

 利 益 準 備 金 積 立 額  －  388  △　 388

 当期未処分利益（△印は損失）  △   25,449  14,056  △　 39,506
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 比較利益処分計算書案
 

 （単位：百万円）

 科         目  平成 13 年度  平成 12 年度  比      較

 当期未処分利益（△印は損失）  △   25,449  14,056  △   39,506

    

 任 意 積 立 金 取 崩 額  29,700  ―  29,700

 別 途 積 立 金 取 崩 額  29,700  ―  29,700

 計  4,250  14,056  △    9,806

    

 利 益 処 分 額  2,113  10,653  △    8,540

 利 益 準 備 金  ―  500  　△　　 500

 配 当 金
 

 2,113
 （1株につき 2円 50銭）

 2,113
 （1株につき 2円 50銭）

△ 0

 役 員 賞 与 金  ―  40  △　   40

 任 意 積 立 金  ―  8,000  △    8,000

 別 途 積 立 金  ―  8,000  △    8,000

 次 期 繰 越 利 益  2,136  3,402  △    1,266
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   第 96 期末（平成１４年３月３１日現在）貸借対照表
 

 （単位：百万円）
 科         目  金    額  科         目  金    額

（ 負 債 の 部 ）
預 金
当 座 預 金
普 通 預 金
貯 蓄 預 金
通 知 預 金
定 期 預 金
そ の 他 の 預 金

譲 渡 性 預 金
コ ー ル マ ネ ー
特 定 取 引 負 債
売 付 商 品 債 券
商 品 有 価 証 券 派 生 商 品
特 定 金 融 派 生 商 品

借 用 金
借 入 金

外 国 為 替
外 国 他 店 預 り
売 渡 外 国 為 替
未 払 外 国 為 替

そ の 他 負 債
未 決 済 為 替 借
未 払 法 人 税 等
未 払 費 用
前 受 収 益
先 物 取 引 差 金 勘 定
借 入 商 品 債 券
借 入 有 価 証 券
債 券 貸 付 取 引 担 保 金
金 融 派 生 商 品
繰 延 ヘ ッ ジ 利 益
そ の 他 の 負 債

退 職 給 付 引 当 金
債 権 売 却 損 失 引 当 金
再評価に係る繰延税金負債
支 払 承 諾

7,218,238
171,403

3,231,817
428,014

23,167
3,229,361

134,473
53,262
20,120

7,685
4,327

5
3,353

131,429
131,429

350
0

336
12

150,191
264
327

11,209
3,114

19
6,000

31,300
57,554

3,089
126

37,185
23,814
18,460

9,389
171,780

負 債 の 部 合 計 7,804,722
（ 資 本 の 部 ）

資 本 金
法 定 準 備 金
資 本 準 備 金
利 益 準 備 金

再 評 価 差 額 金
剰 余 金
任 意 積 立 金
別 途 積 立 金

当 期 未 処 理 損 失
当 期 損 失

評 価 差 額 金
自 己 株 式

121,019
149,108

98,178
50,930
13,344
41,221
66,671
66,671
25,449
26,739

4,703
△    39

 （ 資 産 の 部 ）
 現 金 預 け 金

 現 金
 預 け 金

 コ ー ル ロ ー ン
 買 入 金 銭 債 権
 特 定 取 引 資 産

 商 品 有 価 証 券
 商 品 有 価 証 券 派 生 商 品
 特 定 金 融 派 生 商 品
 そ の 他 の 特 定 取 引 資 産

 金 銭 の 信 託
 有 価 証 券

 国 債
 地 方 債
 社 債
 株 式
 そ の 他 の 証 券

 貸 出 金
 割 引 手 形
 手 形 貸 付
 証 書 貸 付
 当 座 貸 越

 外 国 為 替
 外 国 他 店 預 け
 買 入 外 国 為 替
 取 立 外 国 為 替

 そ の 他 資 産
 未 決 済 為 替 貸
 前 払 費 用
 未 収 収 益
 先 物 取 引 差 入 証 拠 金
 先 物 取 引 差 金 勘 定
 保 管 有 価 証 券 等
 金 融 派 生 商 品
 繰 延 ヘ ッ ジ 損 失
 そ の 他 の 資 産

 動 産 不 動 産
 土 地 建 物 動 産
 建 設 仮 払 金
 保 証 金 権 利 金

 繰 延 税 金 資 産
 支 払 承 諾 見 返
 貸 倒 引 当 金
 投 資 損 失 引 当 金

 
 280,499

 92,369
 188,129
 147,000

 413
 233,382

 9,834
 35

 3,580
 219,933

 9,534
 1,407,271

 530,751
 60,091

 318,413
 172,079
 325,935

 5,749,973
 80,977

 478,031
 4,599,490

 591,473
 2,131
 1,176

 507
 446

 127,262
 1,366

 409
 13,616

 105
 0

 37,300
 143

 3,016
 71,305

 109,687
 101,904

 401
 7,381

 115,174
 171,780

△ 219,814
△ 216

資 本 の 部 合 計 329,358

資 産 の 部 合 計 8,134,080 負 債 及 び 資 本 の 部 合 計 8,134,080
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（貸借対照表  注記）

１． 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２． 金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を

利用して利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」）の取引については、取引の約定時点を基準と

し、貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上しております。

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については決算日の時価により、

スワップ・先物・オプション取引等の派生商品については決算日において決済したものとみなした額

により行っております。

３． 有価証券の評価は、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、

その他有価証券のうち時価のあるものについては期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主

として移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法

により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理し

ております。

４． 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証

券の評価は、時価法により行っております。

５． デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。

６． 動産不動産の減価償却は、定率法を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建  物   ６年～５０年

動  産   ２年～２０年

電子計算機の耐用年数については、従来６年としておりましたが、当期からパーソナルコンピュータ

（サーバー用のものを除く）は４年、その他のものは５年に変更しております。この変更に伴う経常

損失及び税引前当期損失に与える影響は軽微であります。

７． 自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却

しております。

８． 外貨建資産・負債及び海外支店勘定は、取得時の為替相場による円換算額を付す子会社・子法人等株

式及び関連法人等株式を除き、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。

 なお、従来、「銀行業において『新外為経理基準』を継続適用した場合の当面の監査上の取扱い」（日
本公認会計士協会平成１２年４月１０日）に基づき、「新外為経理基準」を適用しておりましたが、

当期から、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日

本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２０号）が適用される処理を除き、改訂後の外貨建取引等

会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」（企業会計審議会平成１１年

１０月２２日））を適用しております。当基準の適用による有価証券、経常損失及び税引前当期損失

に与える影響は軽微であります。

 資金関連スワップ取引については、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２０号に基づき、債
権元本相当額及び債務元本相当額の決算日の為替相場による正味の円換算額を貸借対照表に計上し、

異種通貨間の金利差を反映した直先差金は直物外国為替取引の決済日の属する期から先物外国為替

取引の決済日の属する期までの期間にわたり発生主義により損益計算書に計上するとともに、決算日

の未収収益又は未払費用を計上しております。

 なお、資金関連スワップ取引とは、異なる通貨での資金調達・運用を動機として行われ、当該資金の
調達又は運用に係る元本相当額を直物買為替又は直物売為替とし、当該元本相当額に将来支払うべき

又は支払を受けるべき金額・期日の確定している外貨相当額を含めて先物買為替又は先物売為替とし

た為替スワップ取引であります。

９． 貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、計上しております。

 「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関
する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び

要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸

倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債権につ
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いては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち

必要と認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、

債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てており

ます。なお、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額を特定

海外債権引当勘定（租税特別措置法第５５条の２の海外投資等損失準備金を含む）として引き当てて

おります。

 すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独
立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っておりま

す。

１０． 投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券発行会社の財政状態等を勘案して必要

と認められる額を計上しております。

１１． 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、必要額を計上しております。また、数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおり

であります。

 数理計算上の差異   各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理。

 なお、会計基準変更時差異（２０，１２９百万円）については、５年による按分額を費用処理してお
ります。

１２． 債権売却損失引当金は、(株)共同債権買取機構に売却した不動産担保付債権及び債権流動化により売

却した不動産担保付債権の担保価値を勘案し、将来発生する可能性のある損失を見積もり、必要と認

められる額を計上しております。

 なお、この引当金は商法第２８７条ノ２に規定する引当金であります。
１３． リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

１４． ヘッジ会計の方法は、貸出金・預金等の多数の金融資産・負債から生じる金利リスクをデリバティブ

取引を用いて総体で管理する、「マクロヘッジ」を実施しております。これは、「銀行業における金

融商品会計基準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会

報告第１５号）に定められたリスク調整アプローチによるリスク管理であり、繰延ヘッジによる会計

処理を行っております。また、リスク管理方針に定められた許容リスク量の範囲内にリスク調整手段

となるデリバティブのリスク量が収まっており、ヘッジ対象の金利リスクが減殺されているかどうか

を検証することにより、ヘッジの有効性を評価しております。

 なお、上記以外のヘッジ会計の方法として、個別ヘッジを実施しており、繰延ヘッジ、あるいは金利
スワップの特例処理による会計処理を行っております。

１５． 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

１６． 子会社の株式総額 ２，１４２百万円

１７． 子会社に対する金銭債権総額 ２，９９７百万円

１８． 子会社に対する金銭債務総額 ４７，０４０百万円

１９． 動産不動産の減価償却累計額  ８６，８５４百万円

２０． 動産不動産の圧縮記帳額  １１，４２８百万円

２１． 貸借対照表に計上した動産不動産のほか、電子計算機の一部等については、リース契約により使用し

ております。

２２． 貸出金のうち、破綻先債権額は５０，７８７百万円、延滞債権額は２７８，２７０百万円であります。

 なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により
元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償

却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。)のうち、法人税法施行令（昭和４０年

政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が

生じている貸出金であります。
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 また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を
図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

２３． 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は１３，１３４百万円であります。

 なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している
貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

２４． 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は２１２，７８１百万円であります。

 なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利
息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻

先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

２５． 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は５５４，９７２百

万円であります。

 なお、２２．から２５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
２６． 手形割引により取得した商業手形、荷付為替手形の額面金額は、８０，９７７百万円であります。

２７． 担保に供している資産は次のとおりであります。

 担保に供している資産
 有価証券 ２０２，４０６百万円

 担保資産に対応する債務
 預金 ４０，１８９百万円

 上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金の代用として、有価証券１０６，３７２百
万円及び貸出金１，２３４百万円を差し入れております。

２８． 土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」

として負債の部に計上し、これを控除した金額を「再評価差額金」として資本の部に計上しておりま

す。

 再評価を行った年月日       平成１０年３月３１日

 同法律第３条第３項に定める再評価の方法    土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３

月３１日公布政令第１１９号）第２条第４号に定

める地価税法（平成３年法律第６９号）第１６条

に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる

土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて

公表した方法により算出した価額に基づいて、奥

行価格補正、側方路線影響加算、間口狭小補正等

により合理的な調整を行って算出

 同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額と当該事業用土
地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 ２７，８７４百万円

２９． 借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金

１２０，７７８百万円が含まれております｡

３０． 1株当たりの当期損失３１円６２銭

３１． 商法第２９０条第１項第６号に規定されている時価を付したことにより増加した純資産額は、

４，８６６百万円であります。

３２． 有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」「地方債」

「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」、「その他の特定取引資産」中の譲渡

性預け金及びコマーシャル・ペーパー、並びに「預け金」中の譲渡性預け金が含まれております。以

下３５．まで同様であります。
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 売買目的有価証券
 貸借対照表計上額 　　　　　　　２２９，７６７百万円

 当期の損益に含まれた評価差額 　　　   ８９

 その他有価証券で時価のあるもの

取得原価 貸借対照表計上額 評価差額
うち益 うち損

株式 152,181 160,768 8,587 20,461 11,873
債券 895,661 902,849 7,187 7,618 431
国債 529,030 530,751 1,720 1,900 179
地方債 57,996 60,091 2,094 2,096 1
社債 308,634 312,006 3,372 3,621 249
その他 321,071 313,310 △7,760 2,422 10,183
合計 1,368,914 1,376,928 8,013 30,501 22,488
なお、上記の評価差額から繰延税金負債３，３０９百万円を差し引いた額４，７０３百万円が、「評

価差額金」に含まれております。

当期において、その他有価証券で時価のある株式等について３３，０４２百万円の減損処理を行って

おります。なお、著しく下落したと判断する基準は、期末時価が取得原価に比べ５０％以上下落した

ものは全て、３０％以上５０％未満下落したものは信用リスクに係る評価結果を加味したものであり

ます。

３３． 当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。
売却額 売却益 売却損

179,615 百万円 3,872 百万円 209 百万円
３４． 時価のない有価証券のうち、主なものの内容と貸借対照表計上額は、次のとおりであります。

内容 貸借対照表計上額
子会社・子法人等株式及び関連法人等株式

子会社･子法人等株式 ５，９２１
その他有価証券

非上場株式（店頭売買株式を除く） ６，４５８
非上場外国証券 １２，２２６
私募社債 ６，４０６

３５． その他有価証券のうち満期があるものの債券の期間ごとの償還予定額は次のとおりであります。

１年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超
債券 225,668 551,627 35,800 96,159
国債 184,629 232,589 19,104 94,427
地方債 2,856 50,138 7,096 －
社債 38,182 268,899 9,599 1,732

その他 47,637 229,191 28,846 4,847

合計 273,306 780,818 64,646 101,007

３６． 金銭の信託の保有目的別の内訳は次のとおりであります。

 運用目的の金銭の信託
 貸借対照表計上額 ９，５３４百万円

 当期の損益に含まれた評価差額 １１

３７． 消費貸借契約（現金担保付債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、国債、及びその他の証

券に合計５９，００５百万円含まれております。

３８． 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受

けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付ける

ことを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、１，２８９，９０２百万

円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なもの

が１，２７６，３４４百万円あります。

百万円百万円百万円百万円

百万円　　　　　　百万円　　　　　　百万円

 百万円

百万円 百万円
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 なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのもの
が必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多

くには、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受け

た融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約

時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めてい

る行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じ

ております。

 この他に、総合口座取引における当座貸越未実行残高が９３６，６４１百万円あります。
３９． 自己株式は、従来、株式に含めて計上しておりましたが、銀行法施行規則別紙様式が「銀行法施行規

則の一部を改正する内閣府令」（平成１４年４月１９日付内閣府令第３６号）により改正されたこと

に伴い、当期より資本の部の末尾に「自己株式」を設けて資本から控除する方法により表示しており

ます。この方法により、従来の方法によった場合に比べ、資産の部は３９百万円、資本の部は３９百

万円それぞれ減少しております。
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平成１３年４月  １日から第９６期
平成１４年３月３１日まで

損益計算書

（単位：百万円）

科         目 金                    額

経 常 収 益
資 金 運 用 収 益
貸 出 金 利 息
有 価 証 券 利 息 配 当 金
コ ー ル ロ ー ン 利 息
買 入 手 形 利 息
預 け 金 利 息
そ の 他 の 受 入 利 息

役 務 取 引 等 収 益
受 入 為 替 手 数 料
そ の 他 の 役 務 収 益

特 定 取 引 収 益
商 品 有 価 証 券 収 益
特 定 取 引 有 価 証 券 収 益
特 定 金 融 派 生 商 品 収 益
そ の 他 の 特 定 取 引 収 益

そ の 他 業 務 収 益
外 国 為 替 売 買 益
国 債 等 債 券 売 却 益
金 融 派 生 商 品 収 益
そ の 他 の 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益
株 式 等 売 却 益
金 銭 の 信 託 運 用 益
そ の 他 の 経 常 収 益

経 常 費 用
資 金 調 達 費 用
預 金 利 息
譲 渡 性 預 金 利 息
コ ー ル マ ネ ー 利 息
売 渡 手 形 利 息
借 用 金 利 息
金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息
そ の 他 の 支 払 利 息

役 務 取 引 等 費 用
支 払 為 替 手 数 料
そ の 他 の 役 務 費 用

そ の 他 業 務 費 用
国 債 等 債 券 売 却 損

営 業 経 費
そ の 他 経 常 費 用
貸 倒 引 当 金 繰 入 額
貸 出 金 償 却
株 式 等 売 却 損
株 式 等 償 却
金 銭 の 信 託 運 用 損
そ の 他 の 経 常 費 用

経 常 損 失
特 別 利 益
動 産 不 動 産 処 分 益
償 却 債 権 取 立 益

特 別 損 失
動 産 不 動 産 処 分 損

税 引 前 当 期 損 失
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 損 失
前 期 繰 越 利 益
再 評 価 差 額 金 取 崩 額
中 間 配 当 額
当 期 未 処 理 損 失

185,987
156,390
130,239

19,810
402

1
5,570

366
20,684

8,120
12,563

797
231

12
345
208

3,202
2,119
1,069

9
3

4,912
2,802

66
2,043

231,351
27,090
14,241

288
903

1
2,659
2,768
6,227
8,251
1,522
6,728

57
57

78,487
117,463

74,088
304
151

33,817
21

9,080
45,363

124
122

1
663

663
45,902

110
△  19,272

26,739
3,402

1
2,113

25,449
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（損益計算書  注記）

１． 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２． 子会社との取引による収益総額   ６７百万円

 子会社との取引による費用総額   ４，２３６百万円

３． 特定取引目的の取引については、取引の約定時点を基準とし、当該取引からの損益を損益計算書上「特

定取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。

 特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当期中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等につい
ては前期末と当期末における評価損益の増減額を、派生商品については前期末と当期末におけるみな

し決済からの損益相当額の増減額を加えております。

４． 「その他の経常費用」には、次のものを含んでおります。

(１) 退職給付会計導入に伴う会計基準変更時差異の費用処理額  ４,０２５百万円

(２) 債権売却損失引当金繰入額 １,８４１百万円

(３) 債権売却損 １,１０８百万円
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第 ９６期　利益処分計算書案

（単位：円）

科         目 金        額

当 期 未 処 理 損 失 25,449,990,152

任 意 積 立 金 取 崩 額 29,700,000,000

別 途 積 立 金 取 崩 額 29,700,000,000

計 4,250,009,848

利 益 処 分 額 2,113,578,110

配当金（1株につき２円 50銭） 2,113,578,110

次 期 繰 越 利 益 2,136,431,738
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役    員    の   異    動

１． 代  表  者  の 異  動

 該当事項はありません。

２． そ の 他  役  員  の 異  動

 （１）新任取締役候補者（平成１４年６月２７日付）

小  駒  要  一  （現監査部長）

諸  岡  好  文  （現審査部長）

 （２）退任予定取締役  （平成１４年６月２７日付）

鈴  木  徹  男  （常務取締役）    ちばぎん保証(株) 取締役社長就任予定

新行内      實  （常務取締役）   　 東方ｴｰｼﾞｪﾝｼｰ(株) 取締役社長就任予定

阿  部  正  道  （取締役国際部長） 双葉電子工業(株) 常勤監査役就任予定
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                 新任取締役候補者略歴

氏   名    
こ

小   
ごま

駒   
よう

要   
いち

一    （昭和２５年２月２３日生  ５２才）

学   歴    慶応義塾大学商学部 （昭和４８年３月卒業）

職   歴    昭和４８年４月入行

人事部副部長、新宿支店長、総合企画部副部長、資産監査室長、

監査部資産監査室長を経て、現在、監査部長

氏   名    
もろ

諸   
おか

岡   
よし

好   
ふみ

文    （昭和２６年５月１４日生  ５１才）

学   歴    慶応義塾大学経済学部 （昭和４９年３月卒業）

職   歴    昭和４９年４月入行

酒々井支店長、営業推進部部長代理、営業推進部副部長、佐倉支店長、

支店部長、野田支店長を経て、現在、審査部長


